
森林整備

水田農業
河川環境
水産資源管理

小瀬鵜飼

長良川鵜飼

サステナブル・ツーリズム

中山間地域
（郡上市）

都市域
（岐阜市）

気候変動影響を地域視点で捉え
全体像を明らかにすることが重要

地球温暖化による気候変動は、人
類共通の課題です。実際、日本の平
均気温は過去100年で約1.3℃上昇
しました。では、岐阜県の平均気温
はというと、過去100年で約1.8℃
上昇しており、温暖化が全国平均よ
りも進行していることは意外と知ら
れていません。海外と国内で状況が
違うように、日本の中でも地域の状
況に即した温暖化対策が必要です。
岐阜県と岐阜大学は「岐阜県気候変
動適応センター」を令和２年４月に
共同で設置し、気候変動への適応策
を実行する判断材料や基準を科学
的見地から見出すための共同研究に
取り組んできました。令和2年度か
ら4年度にかけて環境研究総合推進
費の支援を受けて取り組んだ「水防
災・農地・河川生態系・産業への複合
的な気候変動影響と適応策の研究」
では、気象や水、森林、農林水産業、
社会システムなどさまざまな分野の
研究者が集結し、多様な視点から温
暖化の影響を明らかにすることで、

地方自治体や現場で働くプレーヤー
などと協働して適応策を検討できる
体制づくりを目指しました。

これまでの研究を通して明らかに
なったことの一つとして、長良川の
シンボルであるアユにも気温上昇の
影響が顕著に及び始めていること
が分かりました。温暖化は河川の水
温も上昇させており、夏季の渇水時
には、岐阜市を流れる区間の水温が
アユの生息に適する上限の26℃を
超え、アユは水温がより低い上流へ
と生息範囲を移していました。秋の
産卵時期も確実に後ろ倒しになって
おり、温暖化の影響はアユの生活史
全体に及んでいることがわかりまし
た。また同時に、長良川に流れ込む
吉田川や板取川などの自然豊かな支
流から比較的水温の低い水が本流
に流れ込んで長良川の水温上昇を
和らげていることが分かりました。

データをとるだけでなく、生業に
直結する漁師さんからも聞き取り
を行いました。漁師さん自身も近年
の温暖化の影響を感じていました
が、上流と下流では感じている影響
が大きく違いました。漁師さんは自

分の持ち場のことは詳しくても、他
の地域については知る由がないた
め、流域全体で何が起こっているの
かは分かっていませんでした。私た
ちは上流から下流までデータと実
際の声を集め、より大局的な分析を
試みた結果、流域全体で起こってい
る温暖化影響を明らかにすること
ができました。

こうした現地調査の過程で、これ
まで行政機関や行政の試験研究機
関が業務のために記録し、蓄積して
きたさまざまなデータが、気候変動
や生態系の変化といった環境変動
の分析にとても役立つことも分か
りました。これらの一つ一つの調査
や分析は地道な作業ではあります
が、私たちの身の回りに起こってき
た環境の変化の全体像を解明する
上で、行政が保有しているデータは
貴重な分析材料になります。さら
に、これらの調査や分析結果をオー
プンにすることも重要です。より多
くの関係者が共通認識を持つこと
で、それぞれの視点から対策を考え
ることができ、新たな一歩を踏み出
すことができるためです。

岐阜大学環境社会共生体研究センター

原田 守啓 准教授
岐阜大学応用生物科学部

大西 健夫 教授

岐阜大学環境社会共生体研究センター
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環境問題を地球規模から地域規模に落とし込み、
多くの人が身近な課題として考えられる土台を
各 分野の研究者が協力して築いていきたい。

適応シナリオが生態系の恵みに関わる生業の持
続可能性とウェルビーイングに与える影響

サブテーマ 03

なりわい・Well-being班

本学と岐阜県森林研究所、岐阜県水産研究所、国立環境研究所の共同研究課題「長良川流域に
おける森・里・川の気候変動適応が中山間地域の生業の持続性とウェルビーイングに与える影
響の研究」。少子高齢化や地域格差などの社会問題ともリンクする、複雑化する環境問題解決
のための取り組みについて、包括的な研究を進める教員の声をお届けします。

持続可能な地域社会を築くため
ステークホルダーから声とデータを集め
多様かつ複雑な問題解決を目指す

気候変動下の森林管理・中
山間地農業が長良川システ
ムと炭素循環に与える影響

サブテーマ 01

森・里班

気候変動適応策としての河
川環境管理・水産資源管理・
持続可能な観光を支える科
学的知見創出

サブテーマ 02

川・アユ班

長良川流域における森・里・川の気候変動適応が
中山間地域の生業の持続性とウェルビーイングに与える影響の研究
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岐阜大学はこれまでに培った環境研究分野の成果を発展させ、課題解
決策の共創を推進するために、流域圏科学研究センター、高等研究院
地域環境変動適応研究センター、高等研究院脱炭素・環境エネルギー研
究連携支援センターの融合・発展的改組を実施し、「高等研究院環境社
会共生体研究センター」を設置しました。センター長を務める村岡教
授に話を伺いました。

高等研究院 環境社会共生体
研究センターとは？

2024年4月設置

2024
高等研究院

環境社会共生体
研究センター

2020
高等研究院

地域環境変動適応
研究センター

2021
高等研究院

脱炭素・環境エネルギー
研究連携支援センター

1993
流域環境

研究センター

2002
流域圏科学

研究センター

東海国立大学機構
カーボンニュートラル推進室

名古屋大学
フューチャー・アース

研究センター

研究コミュニティ

岐阜県
気候変動適応センター

2015
文部科学省

気候変動適応技術
社会実装プログラム

モデル自治体

地方創生・SDGｓ達成・自然と人類の
共発展に資する『総合知』の創出

地域の Nature-based Solutions
◎森林の環境調整機能　◎流域の自然資本・生態系サービス
◎地域の社会・産業の気候変動適応

流域環境診断手法の開発

フューチャー・アース活動の創出

環境-社会データ
マイニング技術の開発 地域気候変動影響評価・

適応策創出機能の強化

連携

地域住民の幸福度にも着目
文理融合の環境科学研究拠点へ

3年間に及んだ「水防災・農地・河
川生態系・産業への複合的な気候変
動影響と適応策の研究」での成果を
ふまえ令和5年度からスタートした
プロジェクトが「長良川流域におけ
る森・里・川の気候変動適応が中山
間地域の生業の持続性とウェルビー
イングに与える影響の研究」。これ
までに構築した気候変動適応の知
見やデータをもとに、行政・研究者・
地域が協働して、より具体的な適応
策の創出を図っています。

プロジェクトは「森・里班」「川・ア
ユ班」「なりわい・Well-being班」の
３班で領域を分担して取り組んで
います。今回、森や里について研究
を進めているのは、戦後の拡大造林
政策によって植樹した木々が伐採期
を迎え、伐採後に再び造林するか、
違った活用をするかの方向性を決め
る必要があるため。また、森と水、そ
して川は非常に密接な関係がある
からです。こちらについては、岐阜
大学高山試験地のスギ林における
炭素吸収量データ、岐阜県や郡上市
が保有する森林モニタリングデータ
などを活用しながら、モデルシミュ
レーションによる森林炭素吸収量
の現状診断・将来予測を進めていま

す。また、下呂市にある応用生物科
学部の演習林などを活用して、地球
上の水のサイクルを扱う分野であ
る水文学の観点から森林の種類に
ついても考察を進めています。例え
ば、スギやヒノキを植林された一帯
と落葉広葉樹二次林とでは、洪水緩
和機能や水源かん養機能に差が出
るのか。また、地下水の水温や水質、
水量にどのような違いが表れるのか
といった具合です。これまでに水温
に着目した研究例が少なかったこと
もあり、こちらについてもシミュレー
ションが進めば、一定の仮定をもと
に県内全体の将来予測モデルの構
築が可能になると考えています。

そして、自然科学的なアプローチ
だけでなく人文社会学的観点から、
人々の暮らしにフォーカスしている
点もこのプロジェクトの特徴です。
こうした研究を始めたのは、例え有
効な対応策が立案されたとしても、
その担い手となる地域住民の幸福
度が高まるような方向性でなけれ
ば、その対応策も実行に移されない
だろうと考えたためです。具体的に
は、自然環境の豊かさや気候変動が
人々の生業や精神的・社会的な充足
感へどのように影響しているのかを
調査しはじめています。例として、
都市部から長良川の中上流域に移
住し、生き生きと暮らしている人も

いれば、当初思い描いていた移住に
ならなかった人もいます。現段階で
は、移住者の幸福度は自然の恵みの
実感や地域コミュニティでの人との
つながりなどに比例するといったい
くつかの仮説を検証しているところ
です。こうした調査や考察を得意と
している社会システム経営学環の教
員陣と学問領域を横断した議論をす
るとともに、地域で暮らす人々の共
感が得られるような研究活動を展開
していきたいと考えています。

地域に根差した岐阜大学だから
こそ、大学も地域社会を構成するプ
レーヤーの一員として、自治体や関係
機関、事業者、市民と持続的な協力
関係が築けるのだと思います。一方
で、地球温暖化や生物多様性に関わ
るグローバルな環境課題解決に向け
て、研究者がどのように貢献できる
のかという問いに対する回答を、こ
の地域での実践を通じて国内外に示
すことができればと考えています。

地球温暖化と聞くと、スケールが
大きい話のようにも聞こえますが、
地域規模にスケールを落とし込む
ことが重要です。そうすることで、
地域の環境課題と社会課題との関
係性が理解でき、大学の研究活動が
地域の環境課題や社会課題を解決
する力になると考えています。

「環境社会共生体研究センター」
は、地球温暖化の緩和や気候変動へ
の適応、生態系サービスの持続可能
な利活用といった地域での地球規
模環境課題への対応に必要な専門
知・科学知を包括的にステークホル
ダーに提示し、解決策を共創してい
きます。これまで流域圏科学研究セ
ンターなどの多くの研究者が環境分
野での研究と人材育成を推進してお
り、森林生態系や水資源管理に関す
る知見を蓄積してきました。しかし、
自然環境や環境資源に関する基礎研
究から課題解決策を創出する課題解
決型研究までをシームレスに展開す
ることが必要になってきました。それ
がセンター設立に至った背景です。

日本は水や森など自然が豊かなた
め地球環境問題の影響がわかりにく

いかもしれませんが、温暖化に伴う
河川生態系の変化、森林の二酸化炭
素の吸収能力の変化、農作物への影
響など、多くの課題があります。私た
ちは「流域圏」という自然と社会が
密接に関係し合うシステムを包括的
に診断する手法の開発や、地域社会
と環境の関わりを示すデータの発掘
や分析、環境変動影響の将来予測な
どの研究を通じて、ステークホルダー
と協力して持続可能な地域社会を共
創していきたいと考えています。

私たちの暮らしや経済活動は健
全な自然環境に支えられて成り立っ
ています。持続可能な社会を実現し
ていくためには、人と自然が共発展
する関係を再構築しなければなり
ません。そのような思いをセンター
名の「共生体」に込めました。また、

地域の環境課題は、人口の変化や経
済、カーボンニュートラルなどの社
会課題とも関係します。これらの課
題に取り組むためには、学内の英知
を集結し、文理融合型の包括的な研
究を推進する必要があります。そこ
で当センターでは「環境資源研究領
域」「環境変動適応研究領域」「社会
システム研究領域」「脱炭素・環境エ
ネルギー研究連携支援室」の4つの
分野を立ち上げました。さらに、東
海国立大学機構における環境分野
の取組を進めるために、名古屋大学
フューチャー・アース研究センターと
も連携します。新しいセンターが環
境分野における知の拠点となるよう
な研究・人材育成・社会連携・国際連
携など広範な活動を展開していく所
存です。

1.� 「水防災・農地・河川生態系・産
業への複合的な気候変動影響と
適応策の研究」で調査した長良
川の水温。冷たい支流が流れ込
むことで本流の水温上昇が抑え
られていることが分かった。
2.�岐阜大学高山試験地にあるス
ギ林。20年近く前から炭素吸
収量を計測している。

支流からの豊富な冷たい水で長良川が冷やされている! 文理融合型の新たな環境科学と社会の連携による推進

岐阜大学環境社会共生体研究センター

センター長 村岡 裕由 教授
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